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11　W. Prosser ‘Privacy’ 48 Cal. L. Rev. 383（1960）.
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19　たとえばJoseph A. Page’American tort law and the right to privacy’in a 
Personality Rights in European Tort Law（Cambridge 2010）では、アメリカ
における混在を指摘する。またKoops 'A Typology of Privacy' 38U. Pa. J. Int'l L
（2016）では、EU諸国の視点から、アメリカにおけるプライバシー定義とは異
なるプライバシー様態の分類を試みている。
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おわりに
　本事件は、プライバシーをめぐる現代的な問題が集約された判決
ともいえる。情報の性質という側面からみれば、伝統的な機微情報
と近代的な識別情報の複合である。また、侵害行為も情報の公表の
みならず公表に至るまでの収集、作成といった行為まで考慮したも
のであった。
　このようなプライバシーをめぐる複合的な問題を検討する際、一
法領域の視点のみで解決することは困難である。労働関係は、民法
の役務提供契約の一類である。そのため労働法は民法と密接に関係
することはいうまでもない。しかし本判決からもみえるように、実
際の問題解決においては、別領域の問題として片づけられることが
多い。
　近年、民法と労働法の関係をより密接にすべきという議論があ
る24。プライバシー保護のような横断的な議論においては、今後、
各領域での独自の理論展開のみならず、理論の融合や相互作用を図
ることも必要であろう。更なる理論展開に期待したい。
本判例研究は、平成29年度札幌大学研究助成の成果の一部である。
24　たとえば、日本労働研究雑誌700号（2018年）では、「民法と労働法の交錯」
として、民法改正がもたらす労働法への影響について、一体的な議論が必要であ
ると指摘する。
